
リソース

おひとりさま市場は

100兆円規模——


大半の企業がソロエコノミーを見逃
している理由




「標準世帯」はもう存在しない

貴社の貸借対照表（B/S）に、存在しない「標準世帯」という幽霊が住み
着いていないか。2050年に全世帯の44.3％が単身世帯になるという国の推
計を待つまでもなく、現場ではとっくに顧客の顔が変わっている。それで
も多くの企業は、家族パックの商品と2名1室のプランを「当たり前」とし
て並べ続けている。


この変化が生み出した「おひとりさま市場」は、国内消費ベースで100兆
円を突破した巨大なうねりだ。にもかかわらず、年商50億円の企業がソロ
向け施策をゼロのまま3年過ごせば、約45億円の需要に対してただ「不
在」だったことになる。これは見落としではない。44%の市場を競合に明
け渡す「経営の背任」である。


当社調査でも、半数の企業がこの市場を「標準的な顧客像」とすでに認め
ている。つまり、残り半数はいまだにこのうねりを主戦場と見なしていな
い。経営層を縛る「昭和の呪縛」——世帯単位でしか顧客を捉えられない
デモグラフィック・タックス（人口動態税）と、「おひとりさま＝ブラン
ドリスク」とみなす社内の空気が、その空白を静かに広げ続けている。

https://www.ipss.go.jp/pp-ajsetai/j/HPRJ2024/hprj2024_PR.pdf
https://www.ipss.go.jp/pp-ajsetai/j/HPRJ2024/hprj2024_PR.pdf
https://comemo.nikkei.com/n/n8a6e6e694b6a
https://comemo.nikkei.com/n/n8a6e6e694b6a


企業の半数が、100兆円市場を"主戦場"

にできていない

このデータをどう読むか。「すでに標準的な顧客像として定着している」
という回答が50％に達した事実は、一見すると企業の認識が進んだように
映る。しかし裏返せば、残りの半数はまだこの市場を正面から取りに行っ
ていない。20％が「従来モデルと並行」——これは要するに、家族向け戦
略にソロ客を"おまけ"でくっつけているにすぎない。さらに10％は「影響
はやや過大評価」とし、市場そのものの存在感を軽視している。


その背景には、日本の企業組織に深く根ざした三つの構造的ズレがある。
第一に、取締役会の中心を占める50〜60代が、顧客イコール「世帯」とい
う前提でキャリアを積み上げてきた世代であり、社内の売上データすら世
帯単位で集計されているケースが少なくないこと。「おひとりさま」は数
字として見えなければ稟議も通らず、投資も下りない。この「昭和の呪
縛」こそが、100兆円市場を社内の死角に押し込めている元凶だ。



第二に、「おひとりさま＝寂しい人」という旧来的な語感が、商品企画や
ブランドイメージの段階で心理的障壁になること。グローバルでは「ソ
ロ・エコノミー」が有望市場として資金を集め、一人で消費を完結させる
層は「自立した主権的消費者（Sovereign Consumer）」としてリブラン
ドが進んでいる。それなのに国内では、いまだに感情的なブレーキがかか
る。


そして第三は、日本企業の現場力の機能不全だ。Gallupの「State of the 
Global Workplace: 2026 Report」によれば、日本の従業員エンゲージメ
ント率はわずか8％。現場の92％が心理的に仕事から離脱している状態で
は、日々接している顧客の変化を感知し、それを経営判断につなげる
フィードバックループは期待できない。

ソロ消費者の単価は、なぜ「限定的」と

誤解されるのか

https://www.gallup.com/workplace/349484/state-of-the-global-workplace.aspx
https://www.gallup.com/workplace/349484/state-of-the-global-workplace.aspx
https://www.gallup.com/workplace/705794/state-global-workplace-japan-country-level-data.aspx
https://www.gallup.com/workplace/705794/state-global-workplace-japan-country-level-data.aspx


40％の企業が「単価への影響は限定的」と回答した。だが、この40％こそ
が最も大きな利益を取り逃がしている層であることを、次のデータは物
語っている。調査では50％の企業がソロ施策で約10〜20％の単価上昇を現
実に見込んでいる。この差は一体どこから生まれるのか。


誤解の根源は「一人前＝量が少ない＝安い」という直線的な思考にある。
しかしソロ消費者の購買行動は、量ではなく質と体験に傾斜する。一人で
外食すれば予算の100％を自分に充当できる。博報堂DYホールディングス
の調査では、生活者一人あたりのコンテンツ支出が過去最高の85,137円を
更新した。「全予算の100%を自己決定できる」究極の裁量権——これこそ
がソロ消費者の単価を押し上げる原動力だ。


現実のビジネスでも、パーソナライズ商品には構造的にプレミアムが乗り
やすい。個食対応の商品は少量になるほど原価率が上がるが、販売単価は
それ以上に伸びる。さらに飲食業では、回転率という間接効果が加わる。
4人テーブルを1組が2時間占有するのと、カウンター席で一人客が45分で
食事するのとでは、席あたりの売上効率がまるで違う。この「ソロ・エ
フィシェンシー」——デッドスペースを収益資産へ転換する発想こそ、ソ
ロ対応の本質だ。年商10億円の飲食チェーンがソロ客向けメニューと席レ
イアウト変更で客単価を15％引き上げた場合、年間1.5億円の増収となり、
投資金額3,000万円でもROIは5倍だ。


ここで見落とせないのは、おひとりさま消費が独身者だけにとどまらない
点だ。出張先の一人メシ、休日の一人カフェ、子育てが終わった後の趣味
への没頭——「一人の時間を能動的に選ぶすべての消費者」が対象にな
る。この再定義を行えば、実質的に成人人口のほぼ全域が射程に入る。単
価を「限定的」と切り捨てる40％の企業は、こうした巨大な需要の質的変
化を読み誤っている。

https://www.hakuhodody-holdings.co.jp/news/corporate/2025/08/5801.html
https://www.hakuhodody-holdings.co.jp/news/corporate/2025/08/5801.html


投資の7割が「商品の小型化」に

集中する危うさ

この投資配分が突きつける現実は、多くの日本企業のソロエコノミー戦略
が「浅い」ということだ。パーソナライズ商品の強化に7割もの企業が集
中しているが、正直に言おう。サイズ変更は「参入資格」に過ぎない。差
別化なき縮小は、利益率を削る自殺行為だ。競合は数か月で模倣できる。
皆が同じ方向に走れば、その先にあるのは値引き合戦というレッドオー
シャンだけである。


最大の死角は、「心のインフラ」——安心・サポート体験にわずか1割しか
投資が向いていない点だ。この領域にこそ、次の10年を分ける決定的な収
益源がある。高齢単身世帯が急増するなか、彼らが本気で恐れているのは
「病気のとき誰にも気づかれないこと」「死後の手続きを任せられる人が
いないこと」であり、これは商品のパッケージサイズでは一切解消できな
い。孤独や不安に寄り添う「心のインフラ」は、一度生活に組み込まれれ
ば解約不能な生活基盤となり、LTVは極めて高い水準で積み上がる。

https://www.ipss.go.jp/pp-ajsetai/j/HPRJ2024/hprj2024_gaiyo_20240412.pdf
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUD0865U0Y5A001C2000000/
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUD0865U0Y5A001C2000000/


パーソナライズ商品の競争が最終的に価格勝負に落ちるのに対し、「心の
インフラ」の競争はLTVの勝負である。月額数千円のサブスクリプション
でも、長期契約を前提とすれば一人あたりの収益は軽視できない規模に積
み上がる。企業のごく一部しか注目していないこの領域にこそ、持続可能
な競争優位が眠っている。


一方、2割が投資を向ける「ストレス解消・リフレッシュ空間」も、解像
度がまだ粗い。ソロ消費者が求めているのは漠然とした「癒し」ではな
く、没入感だ。ひとりカラオケ市場が急成長を遂げた理由は、他者の視線
が完全に消えるからにほかならない。VR、パーソナルジム、一人用サウ
ナ。ポイントは空間そのものの設計であり、「癒し系ラウンジ」という発
想ではない。

100兆円市場の行方を決める三つの

不可逆的変化

これからのソロエコノミーは、次の三つの不可逆的な変化によって次のス
テージへ押し上げられる。最初の変化は、私たち自身の調査データが明確
に示している。


第一に、ソロ対応の「標準化」が止まらない。 当社の調査では、すでに
50％の企業がおひとりさまを標準的な顧客像と捉え、20％が成長セグメン
トと見ている。この70％の企業群が、数年後にはソロ向け商品やサービス
設計を「オプション」ではなく「デフォルト」に切り替えると予測され
る。標準装備の時代に乗り遅れた企業は、消費者の選択肢から静かに消え
る。


第二に、テクノロジーによるソロ体験の高度化。 AIによる超パーソナライ
ズ、IoT見守り、ロボットコンパニオン——これらはすでに実験段階を超
え、高齢単身世帯の生活インフラに組み込まれ始めている。McKinseyの
分析は、2030年には日韓の60歳以上の90％以上がオンラインに接続すると
予測する。テクノロジーを前提としないソロ向けサービスは、この時点で
競争力を一気に失う。

https://www.yano.co.jp/press-release/show/press_id/2418
https://www.mckinsey.com/mgi/media-center/asias-consumer-map-is-being-redrawn
https://www.mckinsey.com/mgi/media-center/asias-consumer-map-is-being-redrawn


第三に、一人消費の都市構造への組み込み。 コリビング、一人飲食スペー
スを標準装備した商業施設、高齢単身者向けのコンパクトシティ。ソロ消
費はもはや個々の企業努力の範囲を超え、社会インフラそのものの再編へ
とつながり始めている。


日本の国内家計最終消費支出は、2025年の約316兆円をピークに縮小へ向
かう。全体のパイが小さくなるなかで、拡大を続ける数少ない領域がソロ
エコノミーだ。


100兆円市場は、社内での検討が長引くあいだにも膨張し、対応できない
企業の前を静かに、しかし確実に通り過ぎていく。

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=78767?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=78767?site=nli

